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平成２５年度 国立大学法人香川大学 年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）アドミッションに関する目標を達成するための措置

○ アドミッションポリシーに基づく入学者確保に関する具体的方策

・対象年度入学者の入学形態別に入試成績と入学後の成績を調査・分析するとともに、

選抜方法等の改善案を作成する。

・従来の入試広報活動の実施結果を総合的に分析・検証するとともに、全学的な高校訪

問等を実施する。

・四国地区５国立大学連携によるＡＯ入試等の導入について検討する。

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

○ 教育内容等の充実に関する具体的方策

・カリキュラムポリシー等に基づく学士課程教育プログラムを充実させる。

・専門教育における21世紀型市民育成のためのカリキュラムを充実させる。

・体験型のボランティア関係科目を新規開講する。

・グローバル人材育成・防災士養成・人間探求等の全学的な特別教育プログラムを開講

する。

・フィールドワーク型授業科目の成果と課題について検証を行う。

・学位審査の透明性を向上させるため、インターネットによる博士論文及び論文要旨の

公表について方針を定める。

・大学院におけるシラバスの点検体制を構築するとともに、平成24年度に抽出した学生

による授業評価の課題を改善する。

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

○ 教育の実施体制等の整備に関する具体的方策

・平成24年度に作成した教育体制の改革案に基づき、学系制を導入する。

・教育機能を強化するための体制を構築する。

・実践的コミュニケーション能力を高めることを目指した外国語教育体制を充実させる。

・教育コンソーシアムのプログラムを実施する。

・四国地区５国立大学連携によるe-Knowledgeを基盤とした大学教育の共同実施を推進す

るため、実施体制の整備を行う。

・大学院再編に向けた案を作成する。

（４）教育環境の整備に関する目標を達成するための措置

○ 教育環境の整備に関する具体的方策

・アクティブ・ラーニング教室及び遠隔講義室を使用した分散キャンパス間の講義を試

行する。

（５）学生への支援に関する目標を達成するための措置

○ 学生への支援の充実に関する具体的方策

・学生支援システムの運用上の課題を改善する。

・インターネットを利用した学生相談窓口の課題を抽出する。

・キャリア支援システムの利用促進に向けた取組を実施するとともに、就職相談体制を

充実させる。

・学生の自主的活動を活性化させるため、新たな正課・正課外プログラムを実施する。
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（６）教育における国際交流に関する目標を達成するための措置

○ 教育における国際交流の推進に関する具体的方策

・学生の海外留学や国際会議での発表等に係る援助制度の改善を行う。

・ダブルディグリー制度に基づく教育プログラムを実施する。

・留学生等の受入数を拡大するため、留学生用の宿舎を拡充する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）地域の発展・活性化に資する研究に関する目標を達成するための措置

○ 地域の発展・活性化に資する研究の推進に関する具体的方策

・栄養塩の管理的手法の研究及び干潟・藻場における生態系研究を行う。

・地域、特に島嶼部の住民を対象にかがわ遠隔医療ネットワークを活用した生涯健康カ

ルテネットワークの啓発・普及を行う。

・香川県西部島嶼の事例を基に、大規模イベントがもたらす島嶼観光への影響について

調査する。

・自然と社会の持続的協働を目指す文理融合型ジオコミュニケーション・プロジェクト

の研究成果を、ワークショップ等を通じて公開する。

（２）卓越した研究拠点形成に関する目標を達成するための措置

○ 卓越した研究拠点形成に関する具体的方策

・医療やバイオ計測への活用に向けたマイクロセンサデバイスの研究を行う。

・自動車や重機に用いるための軽量化・高機能化材料の形状等の研究を行う。

・生活習慣病やがんに対する予防法・診断法・治療法の開発に着目した、遺伝子・細胞

内情報伝達分子や糖質バイオ等の研究を行う。

・研究成果の評価を行い、農業における希少糖の利用技術の実用化に向けた研究等を実

施する。

（３）研究の国際化に関する目標を達成するための措置

○ 研究の国際化推進に関する具体的方策

・インターナショナルオフィスを中心として、チェンマイ大学との合同シンポジウム開

催に向けた企画立案を行う。

・国際的な学術・交流の重点分野・テーマとして選定した研究プロジェクトを推進する。

・ブルネイ・ダルサラーム大学やチェンマイ大学等と共同して、周産期モニタリングシ

ステムの研究を行う。

（４）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置

○ 研究実施体制等の整備に関する具体的方策

・専門的技術職員の再配置に関する素案を作成する。

・本学の先導的・中核的な研究テーマの選定を行うとともに、進捗状況の管理及び研究

成果の評価を実施する。

・教員の管理運営・教育に係る職務を一定期間・一部免除する制度の素案を作成する。

３ 社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

（１）社会貢献・地域貢献に関する目標を達成するための措置

○ 社会貢献・地域貢献の推進に関する具体的方策

・糖尿病関連疾患による合併症重症化の抑制を目指して、地域住民の健康活動モデルを

開発する。

・食品安全・機能解析研究センターと瀬戸内圏の産業界が連携して、嗜好性・機能性を

有する農産物加工品の開発を進める。
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・四国防災共同教育センターを基盤に、他大学等と連携して、地方自治体職員等を対象

とした防災教育を行う。

（２）産学官連携に関する目標を達成するための措置

○ 産学官連携の推進に関する具体的方策

・地域ニーズと技術シーズのマッチング結果を基に、地域企業等と共同研究を行う。

・分野別のポートフォリオや特許マップを活用して、企業等との受託研究や共同研究に

つなげる取組を行う。

・四国地区５国立大学連携による四国産学官連携イノベーション共同推進機構の構築に

向けて、連携活動の基盤を整備する。

（３）生涯学習に関する目標を達成するための措置

○ 生涯学習の振興に関する具体的方策

・社会人を対象とした同時中継型eラーニング教育を実施する。

４ その他の目標を達成するための措置

（１）附属病院に関する目標を達成するための措置

○ 附属病院の機能強化に関する具体的方策

・スキルスラボの利用者増加に向けた取組を実施するとともに、卒前・卒後の臨床教育

研修体制に係る事務組織を整備する。

・先進医療につながる遺伝子診断技術の開発を支援するため、遺伝子解析機器等の運用

体制を整備する。

・感染症及び神経難病の予防診断治療に関するコンサルティング等の診療支援を通じて

地域との連携体制を強化する。

○ 附属病院の効率的・効果的な運営に関する具体的方策

・医療クラークの配置及び看護補助者等の増員の効果を検証するとともに、医療機器等

を更新する。

（２）附属学校に関する目標を達成するための措置

○ 附属学校の機能強化に関する具体的方策

・学部・附属学校園共同研究機構が、学部教員が附属学校園で実施する実践的教育研究

の活性化に向けて組織的な支援を行う。

・各附属学校園が、教育課程の開発や教科指導・発達支援の方法についての先導的研究

を実施し、研究大会等を通して地域及び全国にその成果を発信する。

・学習困難のある子ども及び発達障害のある子どもに対する効果的な教育支援活動モデ

ルの開発を行う。

・附属学校園を活用した４年一貫の実地教育プログラムを開発する。

・附属学校園運営会議と学部・附属協議会との連携を密にし、附属学校園の運営体制を

強化する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

○ 組織運営の改善に関する具体的方策

・学部等において円滑な教育研究が実施できる体制構築のため、ポイントの配分による

人員管理制度を導入する。

・平成24年度に実施した学長戦略調整費による事業の成果等の検証及び香川大学改革プ

ラン等を踏まえて、平成26年度の学長戦略調整費を編成する。



- 4 -

・ウーマンテニュアトラック制度による女性教員の採用に向けた取組を行う。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○ 事務等の効率化・合理化に関する具体的方策

・削減可能な業務についての調査を行う。

・学系制の導入に応じた事務体制を整備する。

・病院事務業務の一部を委託する。

・各職位の責任・権限の明確化に向けた現状調査を行う。

・全学的な戦略的業務、特命業務を担当する高度専門職のポストを増設する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織改革に伴う財務戦略に関する目標を達成するための措置

○ 組織改革に伴う財務戦略の構築に関する具体的方策

・香川大学改革プランに対応した予算編成を実施する。

・平成24年度に配分した特定施策推進経費等の戦略的予算について、その効果等を分析

・検証し、平成26年度の予算編成に反映する。

２ 自己収入増加に関する目標を達成するための措置

○ 自己収入の増加に関する具体的方策

・各診療科の診療実績等を検証し、病院の収入増に向けた業務改善を行う。

・研究戦略室を設置し、外部資金に関する情報の網羅的な収集・提供に向けた取組を行

う。

３ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

○ 経費の抑制に関する具体的方策

・運営費交付金の動向を踏まえた人件費削減計画を実施する。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

○ 評価の充実に関する具体的方策

・部局評価の実績及び成果等を検証し、改善案を作成する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

○ 施設設備の整備・活用等に関する具体的方策

・施設マネジメント方針に基づき策定した年次整備計画に沿って、基幹整備等を実施す

る。

・医学部基礎臨床研究棟等の利用状況を調査し、点検・評価を実施する。

・施設整備年次計画に基づき、耐震改修及びバリアフリー対策等を実施する。

２ 環境配慮活動に関する目標を達成するための措置
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○ 環境配慮活動の推進に関する具体的方策

・各部局等のベンチマークに対する実績の検証結果を基に、高効率機器等を導入する。

３ 危機管理体制の充実に関する目標を達成するための措置

○ 危機管理体制の充実に関する具体的方策

・事業継続計画を実行性のあるものとするため、教職員の動態調査等を行う。

４ 情報セキュリティに関する目標を達成するための措置

○ 情報セキュリティの向上に関する具体的方策

・情報セキュリティ向上のため、学内ネットワークに接続する全ての端末を対象とした

ウイルス対策ソフトを運用する。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

○ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

２７億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借り入れることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、または担保に供する計画

○ 重要な財産を譲渡し、または担保に供する計画

・農学部実験実習宿泊施設の土地(香川県さぬき市前山字青木山2730番３、1,241.33

㎡)及び建物（鉄筋コンクリート造２階建延床面積372.49㎡）を譲渡する。

・附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴い、本学の敷地及び

建物について、担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究、診療の質の向上及び組織運営

の改善に充てる。
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Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

（単位：百万円）

施設・設備の内容 予 定 額 財 源

・（医病）自家発電設備整備 総額 施設整備費補助金 （２，４５６）

・老朽対策等基盤整備事業 ６，５２０ 長期借入金 （４，００６）

・（医病）基幹・環境整備 国立大学財務・経営センター

・（医病）病棟【3-3】23-25 施設費交付金 （５８）

・小規模改修

注）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な

業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の

改修等が追加されることもある。

２ 人事に関する計画

１ 学部等において円滑な教育研究が実施できる体制構築のため、ポイントの配分によ

る人員管理制度を導入する。

２ ウーマンテニュアトラック制度による女性教員の採用に向けた取組を行う。

３ 削減可能な業務についての調査を行う。

４ 学系制の導入に応じた事務体制を整備する。

５ 病院事務業務の一部を委託する。

６ 各職位の責任・権限の明確化に向けた現状調査を行う。

７ 全学的な戦略的業務、特命業務を担当する高度専門職のポストを増設する。

（参考１）平成２５年度の常勤職員数 １，４９９人

また、任期付職員数の見込みを１６５人とする。

（参考２）平成２５年度の人件費総額見込み １２，７０７百万円（退職手当は除く）
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（別紙）予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画

１．予 算

平成２５年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 ９，３８９

施設整備費補助金 ２，７６６

船舶建造費補助金 ０

施設整備資金貸付金償還時補助金 ０

補助金等収入 ８３８

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ５８

自己収入 １８，３８１

授業料、入学金及び検定料収入 ４，０２８

附属病院収入 １４，２０８

財産処分収入 ０

雑収入 １４５

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 １，５４２

引当金取崩 １０５

長期借入金収入 ４，００６

貸付回収金 ０

承継剰余金 ０

目的積立金取崩 ３９６

計 ３７，４８１

支出

業務費 ２７，４２４

教育研究経費 １２，４６７

診療経費 １４，９５７

施設整備費 ６，８３０

船舶建造費 ０

補助金等 ８３８

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 １，５４２

貸付金 ０

長期借入金償還金 ８４７

国立大学財務・経営センター施設費納付金 ０

計 ３７，４８１

「施設整備費補助金」のうち、平成２５年度当初予算額４２７百万円

[人件費の見積り]

期間中総額１２，７０７百万円を支出する（退職手当は除く）。
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２．収支計画

平成２５年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ２９，６４３

経常費用 ２９，６０９

業務費 ２６，６４７

教育研究経費 ２，７６９

診療経費 ７，５３４

受託研究費等 ６９７

役員人件費 ７９

教員人件費 ８，１４８

職員人件費 ７，４２０

一般管理費 ７０６

財務費用 １７０

雑損 １０

減価償却費 ２，０７６

臨時損失 ３４

収入の部 ２９，８０２

経常収益 ２９，８０２

運営費交付金収益 ９，２３７

授業料収益 ２，９８２

入学金収益 ４６６

検定料収益 １１１

附属病院収益 １４，３５１

受託研究等収益 ６９７

補助金等収益 ３２９

寄附金収益 ５１１

財務収益 ６

雑益 ３４９

資産見返運営費交付金等戻入 ２６６

資産見返補助金等戻入 ２６８

資産見返寄附金戻入 １２６

資産見返物品受贈額戻入 １０３

臨時利益 ０

純利益 １５９

目的積立金取崩益 ３９６

総利益 ５５５
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３．資金計画

平成２５年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ４１，２７３

業務活動による支出 ３１，４２０

投資活動による支出 ４，２４４

財務活動による支出 ８４７

翌年度への繰越金 ４，７６２

資金収入 ４１，２７３

業務活動による収入 ３１，７６６

運営費交付金による収入 ９，３８９

授業料、入学金及び検定料による収入 ４，０２８

附属病院収入 １４，２０８

受託研究等収入 ８５２

補助金等収入 ２，４５４

寄附金収入 ６９０

その他の収入 １４５

投資活動による収入 ５８１

施設費による収入 ５８１

その他の収入 ０

財務活動による収入 ３，７６８

前年度よりの繰越金 ５，１５８
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別表（学部の学科、研究科の専攻等）

教育学部 学校教育教員養成課程 ５２０人

人間発達環境課程 ２８０人

法学部 法学科

昼間コース ６２０人

夜間主コース ４０人

経済学部 経済学科

昼間コース ４１４人

夜間主コース ２４人

経営システム学科

昼間コース ４３６人

夜間主コース ３２人

地域社会システム学科

昼間コース ３１０人

夜間主コース ２４人

医学部 医学科 ６４６人

（うち医師養成に係る分野 ６４６人）

看護学科 ２６０人

工学部 安全システム建設工学科 ２４０人

電子・情報工学科 １６０人

信頼性情報システム工学科 １６０人 ４０人

（編入）

知能機械システム工学科 ２４０人

材料創造工学科 ２４０人

農学部 応用生物科学科 ６００人

教育学研究科 学校教育専攻 １２人

（うち修士課程 １２人）

特別支援教育専攻 １２人

（うち修士課程 １２人）

教科教育専攻 ５４人
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（うち修士課程 ５４人）

学校臨床心理専攻 １８人

（うち修士課程 １８人）

法学研究科 法律学専攻 １６人

（うち修士課程 １６人）

経済学研究科 経済学専攻 ２０人

（うち修士課程 ２０人）

医学系研究科 機能構築医学専攻 ３２人

（うち博士課程 ３２人）

分子情報制御医学専攻 ７２人

（うち博士課程 ７２人）

社会環境病態医学専攻 １６人

（うち博士課程 １６人）

看護学専攻 ３２人

（うち修士課程 ３２人）

工学研究科 安全システム建設工学専攻 ５１人

うち博士前期課程 ３６人

博士後期課程 １５人

信頼性情報システム工学専攻 ６９人

うち博士前期課程 ４８人

博士後期課程 ２１人

知能機械システム工学専攻 ５１人

うち博士前期課程 ３６人

博士後期課程 １５人

材料創造工学専攻 ５１人

うち博士前期課程 ３６人

博士後期課程 １５人

農学研究科 生物資源生産学専攻 ５０人

（うち修士課程 ５０人）

生物資源利用学専攻 ５０人

（うち修士課程 ５０人）

希少糖科学専攻 ２０人

（うち修士課程 ２０人）

地域マネジメント研究科 地域マネジメント専攻 ６０人

（うち専門職学位課程 ６０人）
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連合法務研究科 法務専攻 ６０人

（うち専門職学位課程 ６０人）

附属高松小学校 ６９０人

学級数 １９

附属坂出小学校 ４６０人

学級数 １２

附属高松中学校 ３６０人

学級数 ９

附属坂出中学校 ３６０人

学級数 ９

附属特別支援学校 ６０人

学級数 ９

附属幼稚園 １３８人

学級数 ５


